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四国地方整備局四国地方整備局の管轄
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道路：一般国道11路線
直轄管理区間：1,343.0km

四国8の字ネットワーク(約800km)のうち
事業中：169km
供用中：611km

港湾：港湾15港
重要港湾：13港
避難港（地方港）：2港
海岸1海岸(高知港海岸）

空港：4港
拠点空港：3港
共用空港：1港（徳島）

公園：国営讃岐まんのう公園
公園面積：350ha（H25.4全面供用）

河川：８水系
直轄管理区間：446.8km（ダム区間含む）
ダム 建設：１ダム、改造・再生中：２ダム

管理：８ダム
砂防（吉野川水系、重信川水系）
直轄砂防事業面積：2,058km2

地すべり 2箇所（ 632ha）
海岸 1海岸(高知海岸：13.8km)
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四国地方整備局四国地方整備局 直轄予算の推移
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注１：上記表の計数はそれぞれ四捨五入となっているため、端数において合計とは一致しないものがある。 注２：H31年度およびR2年度は当初予算内に特別枠(防災・減災、国土強靱化のための3ヶ年緊急対策)を含む。

直轄内訳
総事業費

４０９億円

令
和
７
年
度
補
正
予
算
概
要

令
和
８
年
度
当
初
予
算
概
要

直轄内訳
総事業費

１,４５７億円

国土強靱化のための
３か年緊急対策含む

国土強靱化のための
5か年加速化対策含む

第1次国土強靭化
実施中期計画



四国地方整備局フレキシブルな休日制度に関する取組 【四国地方整備局】
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令和８年１０月期の実施方針

【具体の取扱い】

本官工事、分任官工事

・全ての工事を対象に、フレキシブルな休日制度を適用する。

※フレキシブルな休日制度とは、工期内において週休２日（土日祝）以
上の日数を確保した上で、柔軟に休日を設定する制度である。 なお、
技術者及び労働者を交替しながら休日を確保することも可とする。

※経常維持工事（河川維持・道路維持）及び災害復旧工事等の現場閉
所を行うことが困難な工事においては、従前の交替制適用工事と同
様に、技術者及び技能労働者が交替しながら工期内において週休２
日（土日）以上の日数を確保するものとする。

※令和8年9月30日以前に公告した工事は、これまでの制度を継続す
るものとし、本制度の対象外とする。

○令和６年４月１日より、建設業にも時間外労働の上限規制が適用されることから、更なる週休２日工事の推進が
求められており、早急に産業構造（環境）を整える必要がある。
○全ての工事を対象に、発注者指定方式（現場閉所）とする。
○令和８年１０月１日以降公告工事より・・・

令和６年度 令和７年度～
本官工事

月単位での週休２日
（発注者指定方式）

分任官工事

完全週休２日
（土日）

（発注者指定方式）

※鋼橋及びPC橋のうち各１件ずつ

完全週休２日
（土日）

（発注者指定方式）

完全週休２日
（土日祝）
試行工事

（発注者指定方式）

WTO（トンネル、橋梁上部工事※）
完全週休２日（土日祝）試行工事

（発注者指定方式）

令和８年１０月～

フレキシブルな
休日制度試行工事

○令和６年４月１日より、建設業にも時間外労働の上限規制が適用されることから、更なる週休２日工事の推進が求められ、
令和７年度より本官工事は完全週休２日（土日祝）、分任官工事は完全週休２日（土日）とすることで、週休２日の「質の向
上」に向け取り組んできたところ。
〇令和８年１０月１日以降公告する工事より、本官工事・分任官工事ともに休日の設定曜日に関わらず、一定以上の休日を確
保する「フレキシブルな休日制度試行工事」とし、多様な働き方の実現、ワーク・ライフ・バランスのさらなる向上を推進する。

※現場閉所 ： 現場事務所での事務作業（内業）を含めて、１日を通して現場や現場事務所が閉所された状態（休日）を指す。

※交替制 ： 社会的要請や現場条件の制約等により、現場閉所を行うことが困難な工事において、技術者及び技能労働者が交替しながら休日を確保するもの。

※対象期間 ： 工事着手日から工事完成日までの期間をいう。なお、年末年始休暇６日間、夏季休暇３日間、工場製作のみを実施している期間、猛暑対策として休
工とした期間、工事全体を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている内容に該当する期間、受注者の責によらず現場作
業を余儀なくされる期間等は含まない。

※対象：令和８年１０月１日以降入札手続き（公告）を行うもの



四国地方整備局
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フレキシブルな休日制度に関する取組 【四国地方整備局】

ワーク・ライフ・バランス及び工事特性に配慮した「フレキシブルな休日制度」の試行

１週目は○○を施工したいか
ら土曜日も施工して、雨予報
の水曜日を閉所しよう

日 月 火 水 木 金 土

第１週 稼働日

第２週
稼働日
の閉所

第３週 祝日

第４週 稼働日

第５週

第６週

・・・

○完全週休2日にとらわれず、受注者が工事の特性や労働者の勤務状況等を踏まえて柔軟に休日を設定可能とするこ
とで、創意工夫を活かしながら、多様な働き方の実現とワーク・ライフ・バランスの向上を図るとともに、仕事と私
生活の調和がとれた魅力ある職場環境の形成を促進し、建設産業の持続的な担い手確保につなげることを目指す。

連休化

連休化

振替

振替

振替
稼働日
の閉所

祝日
の閉所

第〇週
祝日
稼働日

稼働日

第〇週 稼働日

第〇週 祝日 稼働日

第〇週

暑い夏は休んで、その分
涼しい時期に働こう

祝日と土曜日を振り替えて
大型連休化しよう

数か月後
涼しくなったら・・・

完全週休２日 （土日祝）を超える休暇の確保



四国地方整備局

5

○ フレキシブルな休日制度の取組みの充実を図ることを目的に、受注者から工期延長等の申し出があった場合には、
「工期変更等調整会議」を設置するものとする。

○ フレキシブルな休日制度の実施にあたって工程に支障となる案件の解決に向けて、初回から事務所幹部が出席し、受注者から
直接事務所幹部に協議できる体制を構築することで、迅速な意思決定を行う。

○ 全てのフレキシブルな休日制度試行工事を対象とする。

【取組内容】

■取組計画の確認：現場閉所日の計画及び実施状況の確認

■工程進捗に関する情報共有：工程進捗に関わる課題調整、

クリティカルパス等の確認

■課題解決に向けた対策検討：課題事項に関する実施対応者、

実施時期などを明記し、進捗状況を確認

■工期変更に関する協議

■工事実施内容（工種の削減・数量削減・施工条件の変更等）に関する協議

工期変更等調整会議とは・・・
【構成と出席者】

■ 工事受注者：現場代理人、監理技術者、担当技術者 等

■ 発注者：技術副所長、工事発注担当課長、主任監督員 等

【開催頻度（例）】

■ 実施工程表作成時点（総括打合せ時点）

■ 月1回開催を目安に、調整事項に合わせ実施

■ 工期変更の必要が生じた場合

■ 工事実施内容（工種・数量等）の変更が生じた場合

工
事
受
注
者

現
場
担
当

詰
所
・出
張
所

発
注
担
当
課

事
務
所
幹
部

【従来】

工
事
受
注
者

現
場
担
当

【今後】

工
事
受
注
者

事
務
所
幹
部

現
場
担
当

※

詰
所
・出
張
所

発
注
担
当
課

※

工期変更等調整会議（※２）

＜工期変更における情報の流れ＞

※1

※1 詰
所
・出
張
所※1

※1

※2：事務所判断を仰ぐ場合は、「工期変更等調整会議」を開催し、迅速な意思決定を実施

工期変更等調整会議

フレキシブルな休日制度に関する取組 【四国地方整備局】
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達成証明書交付の取り組みの試行
（完全週休２日（土日祝）達成証明書、フレキシブルな休日制度（完全閉所）達成証明書）

フレキシブルな休日制度に関する取組 【四国地方整備局】

○四国地方整備局発注の週休2日工事においては、令和２年度より、取り組みを達成した受注業者に対して「履行証明書」を
交付。
〇令和６年度より、完全週休２日（土日祝）の達成率が100%の工事のみ、「完全週休２日（土日祝）達成証明書」の交付対象
として取り組んできたところ。（WLBに配慮した「完全週休２日（土日祝）」の試行も含む。）
〇結果、令和７年度完了工事の完全週休２日（土日）達成率は約１００％と、かなり浸透。
〇令和８年１０月１日以降公告の工事より、休日の設定曜日を限定せず、受注者が工事の特性や労働者の勤務状況等を踏ま
えて柔軟に休日を設定できるものとし、現場閉所で確保した完全閉所日数が従来の完全週休2日（土日祝）の日数を超える
場合に達成証明書を交付。

◆ 企業評価 （その他企業評価）
で加点

【企業評価 】
◎完全週休2日（土日祝）
完全週休２日達成企業に ３点 の加点評価
※既契約工事が終了次第廃止

◎フレキシブルな休日制度
フレキシブルな休日制度を適用し、達成できた
企業に ３点 の加点評価

※完全週休2日（土日祝）の取り組みを達成した受注者に対し
て「完全週休２日（土日祝）達成証明書」を交付。

※交替制適用工事で公告する工事では、「完全週休２日
（土日祝）達成証明書」の評価を除く。

★完全週休2日
（土日祝）を達成した
企業

★どちらのマークも、取得した年度の翌
年度１年間、社の広報に使用可能

【完全週休2日達成企
業マーク】

≪令和６年度～≫
※既契約工事が
終了次第廃止

≪令和８年度～≫

【フレキシブルな休
日制度（完全閉所）
達成企業マーク】

★フレキシブルな
休日制度を適用し
達成した企業

総合評価



四国地方整備局ウィークリースタンスの取り組み（工事の環境改善）
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１．目的
工事を円滑かつ効率的に進めるため、受発注者間における仕事の進め方として、ワンデーレスポンスを推進しているが、これに加えて、計画的

な工事の施工および設計業務等の履行を確保しつつ、非効率なやり方の工事現場および業務の環境等を改善し、より一層、魅力ある仕事、現場
の創造に努めることを目的とする。

２．対象工事
全ての工事（災害復旧工事・維持工事等緊急を要する場合は除く。）

３．取り組み内容
原則として、以下の項目について、受発注者相互で確認・調整のうえ、取り組み内容を
設定する。

①月曜日（休日明け）を依頼の期限日としない
②ノー残業デーは勤務時間外の依頼はしない
③金曜日（休日前）に依頼しない
④打合せの開始時に終了時刻を定め、原則その時刻内に完了する
⑤（業務時間外にかかるおそれのある）１６時以降は、打合せ開始時間に設定しない
⑥作業内容に見合った作業期間を確保する
⑦業務時間外に応答が必要な連絡を行わない
⑧その他、任意に設定する
（⑧の例）：

・打合せは１０時～１６時までの時間とする
・ノー残業デー（や金曜日）は定時の帰宅に心がける
・打合せはＷＥＢ会議を活用するなど、効率的な実施に努める



四国地方整備局「工事関係書類等の適正化指針」の周知徹底
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• 2024年4月からの時間外労働規制の上限規制適用を前に、あらためて四国地整の取組を周知。
（全工事受注者に配布および、各事務所・現場詰所等において幅広に掲示）



四国地方整備局四国地方公共工事品質確保推進協議会 概要
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■設立
平成18年7月12日

■メンバー（令和８年度時点）※オブザーバー含む

◇四国地方公共工事品質確保推進協議会
国 ：11団体

法人等：３団体

地方公共団体： 99団体（4県、全95市町村）

〇四国地方公共工事品質確保推進協議会は、国、法人、地方公共団体の全１１３団体で構成

＜目的＞公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成及び確保
＜活動内容＞ 年１回開催

・発注者の責務としての各種施策の検討
・発注関係事務を適正に実施するための発注者支援の体制づくりの検討並び

に支援を実施。

＜構成員＞
（国） 四国地整局長、関係省庁出先機関部長等
（県） 土木部長等
（市町村） 市町村長
（特殊法人等） 四国内に組織を有する機関の部長等

＜活動内容＞ 年２回開催
・市町村へ施策実施に向けた働きかけ、支援要望等の情報交換等
＜構成員＞ （県）土木部長等

（市町村）課長(発注担当･財務担当課)
（国）オブザーバー

四国地方公共工事品質確保推進協議会

＜活動内容＞ 年１～２回開催
・各種施策の取り組み状況の情報交換及び推進・強化に向けた意見交換等
＜構成員＞

（国）四国地整企画部長、関係省庁出先機関部長等
（県）副部長、次長、課長等
（市町村）担当部課長等
（特殊法人等）四国に組織を有する機関の課長等

幹事会

県部会

国土交通省 四国地方整備局
農林水産省 中国四国農政局
林野庁 四国森林管理局
環境省 中国四国地方環境事務所
財務省 四国財務局
国税庁 高松国税局
国土交通省 四国運輸局
国土交通省 第五管区海上保安本部
国土交通省 大阪航空局
警察庁 四国管区警察局
経済産業省 四国経済産業局

西日本高速道路(株) 四国支社
本州四国連絡高速道路(株）
（独）水資源機構



四国地方整備局令和８年度の活動方針について
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Ⅰ 全国統一指標に関連する項目

Ⅱ 地域独自指標に関連する項目

１ 情報通信技術を活用した工事、業務を普及させるための取り組み【工事、業務】
• 全機関が情報通信技術を活用した取り組みを進めることにより、情報通信技術の拡大を図る。
• 発注者向けの講習会等開催の取り組みを継続し情報通信技術の浸透を図る。

２ スライド条項の設定【工事】
• 全機関において受注者からの請求により請負代金の変更が可能となる条項を工事請負契約書に規定する。

３ 受注者との情報共有、協議の迅速化【工事、業務】
・スリム化ガイドライン（工事）、ウィークリースタンス・スケジュール管理（業務）等を適用し、工事・業務を円滑かつ

効率的に進める。

Ⅲ 受発注者（建設業）共通の課題への対応

１ 魅力ある業界をＰＲする取り組み【広報・情報発信】
• 週休２日や情報通信技術・最新技術の活用など、新しい建設業（現場）の魅力を各発注者から発信する。

１ 週休２日工事の達成【工事】
•全機関において週休２日対象工事を拡大し、週休２日の取り組みを推進する。
•国・県・市町村等全機関連携し『全工事週休２日！』を目標に週休２日（土日閉所）の達成を目指す。

※やむを得ず、休日が取れない場合は、振替や交替制などを検討

２ 施工時期の平準化【工事】
• 全機関において閑散期（４～６月）の平準化率１．０以上・繁忙期（１～３月）の平準化率１．０以下を目指す。
• 国・県・市町村等を含めた四国地域ブロック及び各県域単位の平準化率を公表（５００万円以上）。
• 小規模工事（５００万円未満）を含めて、施工時期の平準化に努める。
• 平準化推進のために「さ・し・す・せ・そ」の活用の継続実施に努める。
• 各機関において関係部局で相互の緊密な連携を図り、平準化の推進に努める。



四国地方整備局令和８年度の週休２日への取り組み予定
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（単位：組織数）

令和８年２月末現在

［単位：組織数］
上段：Ｒ７年度の実績数値
下段：Ｒ８年度の予定数値

全ての工事で実施

（週休２日実施困難工事除く） 3 (12%) 9 (50%) 10 (48%) 18 (51%)

22 (88%) 9 (50%) 11 (52%) 17 (49%)

0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)

2 （8％） 9 （50％） 6 （29％） 15 (43%)

20 (57%)

0 (0%)

一部の工事で実施

実施に向け検討

基本方針
徳島［２５］

21 （84％）

2 （8％）

県域[県、市町村]

香川［１８］ 愛媛［２１］ 高知［３５］

7 （39％）

2 （11％）

15 (71％)

0 (0%)

凡例



四国地方整備局四国として進めるインフラＤＸの方向性

四国として進めるインフラＤＸの３つの方向性

★ 地域建設業 担い手確保 （ＩＣＴ技術を活用した生産性向上、働き方改革）

★ 行政手続きや暮らしにおけるサービスの改革

★ 四国地方整備局 職員の働き方改革 （デジタル技術を活用した業務の効率化・高度化）

四国として進めるインフラＤＸの方向性

「働き方改革」⇒「担い手確保」⇒「事業継続維持」のために！

技術力の底上げをサポートし、ICT技術活用の裾野・建設業界を目指す人材の裾野を広げる

令和4年3月15日

令和３年度 第2回 四国インフラDX本部会議 より

令和3年8月24日

令和３年度 第1回 四国インフラDX本部会議 より

を進め につなげ を果たす

令和８年度の方針 働き方改革を進め 担い手確保に向けＤＸの実践を継続

官民双方の生産性向上・働き方改革等の取り組みを推進するため

・各部会のロードマップを着実に実行し、スピード感を持って結果につなげ効果を把握

・デジタル技術の「普段使い」を目指し、地域建設業者へ新技術活用の底上げを積極的に支援

・職員向けのＡＩを含めたＤＸの更なる推進のため、各部・各事務所で実践し好事例を展開

・事務所も含め推進体制による業務改善の一層の推進
12



四国地方整備局令和８年度の重点取り組み
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生産性の向上（デジタル技術の活用促進）

１．i-Construction2.0、ＩＣＴ施工StageⅡの実践

●施工現場のオートメーション化、省人化に向けi-Con2.0やStageⅡを進める

・大規模な土工の現場において、ICT施工StageⅡ相当の工事に取り組む

➤土工数量が概ね20,000m3以上の工事を対象として、ICT施工StageⅡ相当の新技術の活用を原則化

２．ＩＣＴ、ＢＩＭ/ＣＩＭデータ活用の実践

●ＩＣＴ、ＢＩＭ/ＣＩＭデータ活用の取り組み事例を展開する

・「調査設計・施工・維持管理」の各段階で、ICT/ｉ-ConやBIM/CIMの先進的な取り組みを推進するとともに

積極活用する事業（工区、地区）を各事務所等で設定し、その取り組み事例を展開する

➤松山河川国道事務所の松山外環状道路インター東線において、事業情報プラットフォームを構築・活用

３．地域建設業へのＤＸの展開

●地域の担い手・守り手である地域建設業の事業継続維持に向け、ＤＸの取り組み好事例を展開する

・インフラＤＸ省人化モデル工事、研修・講習会、インフラＤＸ人材育成センター活用などに取り組む

・地域建設業が主に担っている維持管理作業について、積極的にDXの事例を展開する

➤今治道路（今治朝倉IC建設工区）R7今治道路小泉地区改良工事 で実施

「地域建設業の担い手確保」



四国地方整備局

ご清聴ありがとうございました
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